
● 

2014年度温室効果ガス排出量（速報値） 



●ソーラーシェアリングとの出会い 

●東向きのパネル？ 

● 



●地域再生に役立てたい



●節電所とは何か？

●自治体の節電所づくり

● 

http://photozou.jp/photo/show/1927409/229873632
http://photozou.jp/photo/show/1927409/229873469


 
 
●全国に市民発電所は 800か所 

●バラ色の苦労をしよう！



●非電化製品の数々

●お金とエネルギーから自由に 



●これまでの発電実績 

●えど･そらの電気を買いたい？ 

●福島の高校生が来訪 

予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 １号機 ２号機

2015年4月 1,141 1,062 38.0 37.9 47,922 45,878 1,177 1,549 39.2 45.6 49,434 66,916 0.997 1.161

2015年5月 1,322 1,463 42.6 45.7 55,524 63,201 1,331 1,672 42.9 57.7 55,902 72,230 1.072 1.343

2015年6月 1,062 1,004 35.4 35.9 44,604 43,372 1,030 1,384 34.3 49.4 43,260 59,788 1.013 1.440

2015年7月 1,209 968 39.0 32.3 50,778 41,817 1,177 1,384 38.0 44.6 49,434 59,788 0.827 1.176

2015年8月 1,322 1,236 42.6 38.6 55,524 53,395 1,311 1,308 42.3 43.6 55,062 56,505 0.906 1.031

2015年9月 938 751 31.3 24.2 39,396 32,443 981 1,007 32.7 30.5 41,202 43,502 0.775 0.933

2015年10月 781 896 25.2 30.9 32,802 38,707 846 1,248 27.3 43.0 35,532 53,913 1.226 1.577

2015年11月 695 598 23.2 20.6 29,190 25,833 792 858 26.4 26.8 33,264 37,065 0.890 1.016

2015年12月 752 798 24.3 25.7 31,584 34,473 913 1,277 29.5 45.6 38,346 55,166 1.061 1.549

2016年1月 828  26.7 ##### 34,776  999  32.2 ##### 41,958  

2016年2月 827  29.5 ##### 34,734  948  33.9 ##### 39,816  

2016年3月 996  32.1 ##### 41,832  1,066  34.4 ##### 44,772  

合計 11,873 8,776 32.5 32.5 498,666 379,119 12,571 11,687 34.4 42.7 527,982 504,873 0.999 1.238

実績/予測

えど・そら1号実績 えど・そら2号実績

発電量ｋｗｈ 1日当たり発電量 売電額 発電量ｋｗｈ 1日当たり発電量 売電額
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●東電旧経営陣３人、強制起訴へ 
（2015.7.31 毎日新聞） 

 東京第５検察審査会は 31 日、東京地検が２

度にわたって不起訴とした東京電力の勝俣恒久

元会長ら旧経営陣３人を、業務上過失致死傷罪

で起訴すべきだとする「起訴議決」を公表した。

第５検審は「万が一にも発生する事故に備える

責務があり、大津波による過酷事故発生を予見

できた」と指摘した。３人は裁判所が指定する

検察官役の弁護士によって強制起訴される。 
 

●原発停止で自治体交付金減額へ 
（2015.8.11 毎日新聞） 

 電源立地地域対策交付金制度について、経済

産業省は、安全確保を目的とする停止中は稼働

率を一律 81％とみなして交付する現在の規定

を見直し、福島原発事故前の稼働実績（平均約

70％）に基づいて原発ごとにみなし稼働率を定

め、停止中の交付額を引き下げる方針を固めた。

16 年度分から見直す。減額を恐れた自治体か

ら、再稼働を求める動きが強まる可能性がある。 
  

●静岡ガス、余剰電力買取を実証実験 
（2015.8.11 日経新聞） 

 静岡ガスは 10 日、家庭用燃料電池「エネフ

ァーム」の余剰電力を買い取る実証実験を今年

度中に始めると発表した。ミサワホーム静岡（静

岡市）が三島市内に分譲するエネファーム付き

の新築住宅３戸を活用する。エネファームの普

及を促すとともに、来年度の電力小売り自由化

に向けて顧客獲得の可能性を探る。地産地消型

のエネルギー活用を目指す国の補助事業。 
  

●原発維持に１兆４千億円 
（2015.8.17 共同通信） 

 原発を保有する電力９社が、稼働している原

発がなかった 14 年度に、原発の維持、管理の

ため計約１兆４千億円を使っていたことが分か

った。各社はこの費用のうち多くを電気料金に

転嫁しているが、原発の代わりに使う火力発電

の燃料費も増え、財務悪化や電気料金の上昇に

つながっているとみられる。内訳は人件費や修

繕費、使用済み核燃料の再処理費などだった。 
 

●首都圏へ送電能力倍増 
（2015.8.18 日経新聞） 

 経済産業省は東北地方から首都圏向けの送電

能力を倍増させる方針だ。東北電力と東京電力

を結ぶ送電線の能力を高め、東電管内で消費さ

れる電力需要の５分の１程度を送れるようにす

る。４月に発足し、送電設備の計画などを担う

同省の認可法人「電力広域的運営推進機関」が

検討に入った。送電能力は現在の 500 万キロ

ワットから 1120 万キロワットに増える。 
 

●宗教指導者が温暖化対策を訴え 
（2015.8.20 しんぶん赤旗） 

 20 カ国のイスラム教指導者が 18 日、「イ

スラム気候宣言」を採択し、世界のイスラム教

徒 16 億人に対し、地球温暖化とたたかうよう

呼びかけた。トルコで 17 日から催したイスラ

ム教の気候変動に関する国際シンポジウムで合

意した。宣言は、COP21 が「公正で拘束力あ

る結論」を出すことを求め、化石燃料からの脱

却と再生エネルギーへの移行を訴えている。 

●鳥取市と鳥取ガスが新電力会社を設立 
（2015.8.25 産経新聞） 

 鳥取市と鳥取ガスは２４日、新電力会社「と

っとり市民電力」を設立した。資本金は２千万

円で、同市のいかり原太陽光発電所をはじめ、

風力、バイオマスなど県内の再生可能エネルギ

ー電気を調達。中国電、日本卸電力取引所の供

給も受ける。供給開始は平成28年4月を予定。

当初は学校など同市営の施設に供給。将来的に

は企業や一般家庭にも供給を広げたい考え。 
 

●電力取引監視委員会、始動へ 
（2015.8.30 時事通信） 

 経済産業省は、16 年 4 月の電力小売り全面

自由化をにらみ、電力取引監視等委員会を９月

１日に発足させる。小売事業者が顧客に料金体

系を十分説明し、苦情処理体制も整えているか

調べる。大手電力が送電線を他社に公平に開放

しているかについてもチェックする。悪質な事

業者には業務改善を勧告する。国は監視委の意

見を踏まえ、登録取消しなどの行政処分を行う。 
 

●太陽光発電、夏のピークに１割担う 
（2015.9.4 朝日新聞） 

 夏の電力ピークの時間帯に、太陽光発電が電

気の約１割を担ったことが、沖縄を除く電力各

社への取材でわかった。太陽光の年間発電量は

全電源の２％程度だが、日照条件も良い夏のピ

ーク時の最大出力は合計で約 1500 万キロワ

ット。九州では、８月６日午後０時台に太陽光

が 365 万キロワットあり、その時間帯の需要

の 24.6％を確保した。 
 

●再生エネ普及、甘い試算のツケ 
（2015.9.9 東京新聞） 

 再生可能エネの固定価格買取制度で、本来、

必要になる国民負担とは別に8億6千万円の余

分な負担が発生していたことが総務省の行政評

価調査で分かった。買取りに必要な賦課金の財

源が 2 年間で 1686 億円不足し、当時の茂木

敏充経産相らの指示で政府が金融機関から融資

を受けた。総務省は、買取る再生エネを正確に

見積もり、借り入れが生じないよう勧告した。 
 

●化石燃料からの投資引き上げ草の根で 
（2015.9.9 毎日新聞） 

 地球温暖化への懸念から、化石燃料に関わる

企業への投資を中止する「ダイベストメント」

（ｄｉｖｅｓｔｍｅｎｔ）という運動が欧米で

拡大している。環境保護団体の集計では、これ

までに大学や公的基金などが600億ドル（約7

兆 2000 億円）以上の株式や債券などの投資を

引き揚げた。単なる企業への抗議活動にとどま

らない影響力を持ち始めている。 
  

●温暖化適応策、11月までに策定 
（2015.9.11 読売新聞） 

 政府は 11 日、異常気象や農業被害など、地

球温暖化による悪影響を軽減する国家戦略「適

応計画」を 11 月末までに策定することを決め

た。政府は、内閣官房と環境省など１１府省庁

の局長級の連絡会議を新設し、策定を急ぐ方針

を確認した。11 月末にパリで始まる「国連気

候変動枠組み条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ

２１）」に間に合わせる。 
 

●ゼロエネ住宅、大手が一斉販売 
（2015.9.20 日経新聞） 

 住宅大手がエネルギー消費が実質ゼロとなる

省エネ住宅「ゼロエネルギー住宅」の販売に乗

り出す。屋根に設置する太陽光パネルによって、

家庭内で消費するエネルギーよりも多く発電す

る。消費電力の低減が重要なため、断熱材のほ

か省エネタイプの給湯器や換気システムを標準

装備する。今後、20 年度までに 10 社で５万

戸以上に増える見通しだ。 

●再生エネ買取義務を変更 
（2015.9.24 日経新聞） 

 経済産業省は、2016 年４月の電力小売り全

面自由化以降、再生可能エネルギーの買い取り

義務を大手電力から送配電事業者に移す検討に

入った。現行法は家庭や企業に電気を直接供給

する事業者を買い取り義務者として位置づけて

いたため、小売事業者に買い取り義務を負わせ

る方針に変更した経緯がある。経産省は今後、

法改正も視野に議論を進める方針だ。 
 

●やまがた新電力を設立 
（2015.9.30 山形新聞） 

 再エネを活用した発電事業者から電力を買い

取り、公共施設などに供給する県の新会社設立

総会が 29 日開かれた。社名は「やまがた新電

力」。県に加え、山形パナソニックなど民間企

業 18 社が出資し、出資総額は 7 千万円。県内

17 の発電事業所との契約がまとまれば、取扱

電力量は一般家庭の約6千世帯の1年分に相当

する。当面は県有施設を供給先とする 
 

●浜松市などが新電力を設立 
（2015.10.15 日経新聞） 

 浜松市と遠州鉄道などはリース事業大手のＮ

ＥＣキャピタルソリューションなどと組んで

15 日に新電力会社「浜松新電力」を設立する。

太陽光などで発電した再生エネを買い取り、小

中学校や給食センターなどに供給する。浜松市

は今回の電力の地産地消を通じて市内の電力需

要に対する自給率を現在の５％から 2030 年

度に 20％に増やす計画を推進していく考えだ。 
 

●経団連、ＣＯ２の環境アセス除外を要請 
（2015.10.22 毎日新聞） 

 経団連の木村康副会長（ＪＸホールディング

ス会長）は 21 日、丸川珠代環境相と面会し、

火力発電所の環境影響評価（アセスメント）法

の対象から二酸化炭素を外すよう求める経団連

の提言書を手渡した。アセス手続きが石炭火力

発電所建設の足かせとなっているため。環境省

は「世界各国が温暖化対策の強化を図る中、一

層厳格に評価することが重要」と反発している。 
 

●もんじゅ、廃炉も検討 
（2015.10.22 東京新聞） 

 高速増殖原型炉もんじゅで機器の点検漏れな

どが相次いでいる問題で、原子力規制委員会は

21 日、日本原子力研究開発機構の状況が改善

されない場合は、廃炉につながる設置許可取消

も含めた何らかの措置を講じることを決めた。

2012年暮れに1万点近くの機器で定められた

点検がなされていなかったことが発覚し、その

後も次々と不適切な事例が判明した。 
  

●秋田にバイオガス発電所 
（2015.10.22 秋田魁新聞） 

 日立造船などが出資するナチュラルエナジー

ジャパン（秋田市）は、学校や病院から出た生

ごみを発酵させ、発生したガスを燃料とするバ

イオガス発電所を秋田市内に建設する。最大出

力は 740キロワット、総事業費は約 30億円。

来年 3 月に本体工事に着手し、2017 年７月の

本格運転開始を目指す。年間発電量は 523 万

キロワット時を見込む。 
 

●石炭発電所輸出に批判強まる 
（2015.10.23 ＴＢＳ） 

 COP21＝気候変動枠組条約締結国会議を前

に、国連の作業部会が開かれているドイツのボ

ンで、CO2 の排出量の多い石炭火力発電所を

輸出する日本に対し、国際ＮＧＯが批判を強め

ている。Ｇ７各国では、石炭火力発電の廃止方

針を打ち出しているが、国際ＮＧＯは、日本が

海外で新たな石炭火力発電所建設を最も後押し

しているなどと批判している。 

す 

 

 

 

環境・エネルギー 

８行ニュース 

※報道記事を抜粋したものです 
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●節電で奨励金、経産省が検討会 
（2015.11.8 日経新聞） 

 経済産業省は、家庭や企業が節電量に応じて

報奨金を得る「ネガワット取引」の普及に乗り

出す。月内にも有識者や電力会社が参加する検

討会を立ち上げ、経済効果を検証する。2016

年度以降に全国に広げることを目指す。経産省

は節電を促して需給を調整できるようになれば、

発電所の稼働を調整するよりもコストが減らせ

るとみている。 
 

●気候変動で貧困層１億人増も 
（2015.11.9 時事通信） 

 世界銀行は８日、温室効果ガス排出量の削減

などの対策を速やかに実施しなければ、世界の

貧困層が 2030 年までに１億人以上増加する

可能性があるとの報告書を公表した。温暖化に

よって疾病や作物の収穫減などが多発し、低所

得層が収入や資産を失って貧困に陥るとみてい

る。キム世銀総裁は声明で「温暖化を阻止しな

ければ、貧困は減らせない」と訴えた。 
 

●滋賀県がエネルギービジョン 
（2015.11.19 毎日新聞） 

 県は 18 日、原発に依存しない新しいエネル

ギー社会の創造に向けたロードマップ「しがエ

ネルギービジョン」の素案を公表した。太陽光

発電や風力発電など再生可能エネルギーの導入

や節電などで、2030 年度には関西電力からの

電力供給のうち、東日本大震災前の原発相当分

（発電比率 37％）をほぼカットできるとして

いる。 
 

●節電取引市場を 17年までに創設 
（2015.11.26 読売新聞） 

 政府は、企業や家庭の省エネルギー対策を強

化する方針を固めた。工場や商業施設が節電し

た電気を売買できる「節電取引市場」を 2017

年までに創設する。エネルギー消費量が実質ゼ

ロの住宅を 20 年に新築住宅の半分以上にする

ため、太陽光発電や蓄電池、省エネ機能に優れ

た建材を普及させる。経済団体の「官民対話」

で、安倍首相が新たな省エネ戦略を表明する。 
 

●国内ＣＯ２排出量が３％減 
（2015.11.26 日経新聞） 

 環境省は 26 日、2014 年度の国内の温暖化

ガス排出量（速報値）がＣＯ2 換算で 13 年度

比3.0％減の13億6500万トンだったと発表

した。温暖化ガスの排出量が前年度を下回った

のは、リーマン・ショックによる景気減退の影

響を受けた 09 年度以来となる。省エネが進み、

再生可能エネルギーの利用が拡大したことなど

を理由に挙げた。 
  

●温暖化被害の最小化に初の国家戦略 
（2015.11.27 日経新聞） 

 政府は 27 日、地球温暖化による被害の最小

化を目指す初の国家戦略「適応計画」を閣議決

定した。集中豪雨の増加による洪水などを防ぐ

インフラの整備や、暑さに強い農作物の開発な

ど、今後 10 年間に取り組む７分野 76 項目の

対策をまとめた。30 日からパリで開催される

第 21 回国連気候変動枠組み条約締約国会議で

報告する。 
 

●原発事故は極めてローカル 
（2015.12.2 朝日新聞） 

 経済同友会の小林代表幹事は１日の定例会見

で、温暖化の影響を比較する対象に原発事故を

挙げ、「原発事故は地球儀的にいえば極めてロ

ーカル。ものすごく不幸なことだが、劇症肝炎

みたいに一部が瞬間的にやられる」と述べた。

原発事故軽視と受け止められかねない発言で、

会見後、「温暖化は原発事故と同じくらい深刻

な被害を招くと言いたかった」と説明した。 

●石炭火力が温室ガス削減に足かせ 
（2015.12.2 毎日新聞） 

 2030年までに世界で計画されている石炭火

力発電所が全て稼働した場合の CO2 排出量は、

産業革命後の気温上昇を２度未満に抑えるとい

う国際目標で想定する石炭火力部門からの排出

量の最大 6 倍に達するとの分析結果を、国際Ｎ

ＧＯ「クライメート・アクション・トラッカー」

が１日発表した。新設せず既存施設だけが運転

を続ける場合でも最大 2.75 倍になるという。 
 

●玄海原発１号機の廃炉を計画 
（2015.12.3 朝日新聞） 

 九州電力玄海原発１号機（55.9 万 kW）につ

いて、立地自治体の佐賀県や同県玄海町は２日、

廃炉スケジュールを九電側から伝えられたこと

を明らかにした。2016 年度から４行程に分け

て進め、43 年度まで 28 年間で終える計画と

いう。県や同町によると、九電は年内に原子力

規制委員会に廃炉措置計画を出す見込み。解体

で生じると想定される廃棄物は約 19 万トン。 
 

●電源構成の開示求める 
（2015.12.4 日経新聞） 

 経済産業省は 2016 年４月の小売り全面自

由化後に電気を販売する事業者に対し、電源構

成の開示を求める。年明けにまとめる小売り営

業の指針に「望ましい行為」として記す。再生

可能エネルギーから原子力まで、電源の特性を

消費者に分かりやすく伝え、電力会社を選ぶ際

の判断材料にしてもらう。ただ開示の義務化を

求める当初の案からは一歩後退した。 
 

●福井県議会で「燃料棒溶けても大丈夫」 
（2015.12.9 しんぶん赤旗） 

 福井県議会は７日、全員協議会を開き、関西

電力高浜原発３、４号機（同県高浜町）の再稼

働問題で国側から説明を受けた。国の規制基準

と審査のずさんさが浮き彫りになった。過酷事

故対策で規制基準が無いとの指摘に対し、原子

力規制庁の山形総括官は「基準がないのは、燃

料棒が全部溶け落ちても大丈夫にしているから

だ」と回答した。 
 

●新電力おおいた、電力小売りに参入？ 
（2015.12.10 日刊工業新聞） 

 新電力おおいた（大分県由布市）は、電力小

売りに参入する。2016 年４月の電力小売り全

面自由化を受け、一般家庭への販売開始を 16

年 10 月に予定する。販売エリアは大分県を中

心とした九州地域。工場向けなど高圧契約の予

約受け付けは既に始めた。３年後の売上高は約

40 億円を目指す。メガソーラー関連事業を手

がけるデンケンの全額出資子会社。 
  

●COP21、日本も野心連合に参加 
（2015.12.14 日経新聞） 

 パリで行われた第 21 回国連気候変動枠組み

条約締約国会議で 12 日、日本は 2020 年以降

の新たな国際枠組み「パリ協定」を「より野心

的な合意とする」ため、島しょ国やアフリカ、

ＥＵなど約100カ国が連携して働きかける「野

心連合」に加わった。同連合は産業革命前から

の気温上昇を1.5度以内に抑えることなどをパ

リ協定に確実に盛り込むよう働きかけた。 
 

●未稼働の再生エネ設備、買取価格下げ 
（2015.12.15 日経新聞） 

 経済産業省は 15 日、再生可能エネルギーの

固定価格買い取り制度の見直しで、発電を始め

ていない再生エネ設備の買い取り価格を引き下

げる方針を示した。政府認定を受けながら発電

を始めていない数十万件の設備が対象となる見

通し。未稼働の設備の買い取り価格を引き下げ

るなどして、再生エネの導入に伴う国民負担を

減らす狙いだ。 

●経産省が託送料を認可 
（2015.12.21 日刊工業新聞） 

 電力10社が2016年４月の電力小売り全面

自由化に合わせて適用する新しい託送料金を、

経済産業省が認可した。東京電力は全面自由化

を受けて新設する家庭向け（低圧受電向け）電

力供給にかかる託送料金を、１kWh 当たり平均

８円 57 銭に設定。法人客向けが主体の高圧受

電向けは同３円 77 銭、同じく特別高圧受電向

けは同１円 98 銭とする。 
 

●大口電力販売量が 19か月連続前年割れ 
（2015.12.21 日刊工業新聞） 

 電気事業連合会がまとめた１１月の電力需要

実績速報によると、産業分野の主要な大口需要

家への電力販売量は、電力 10 社の合計で 209

億 2200 万 kWh と、前年同月を 2.6％下回っ

た。前年割れは 2014 年 5 月から 19 カ月連

続で、生産活動の停滞に加え、自家発電の導入

や、１０社以外の新規参入企業からの電力購入

に切り替える動きが広がったことが響いた。 
 

●電気使うほど割安に、大手が新料金 
（2016.1.15 日経新聞） 

 電力大手 10 社のうち８社のプランが出そろ

った。すでに発表済みの東京電力などを含め、

各社は電気使用量が多い世帯への値引きに重点

を置いており、割安な料金を打ち出す新電力に

対抗して顧客のつなぎとめを狙う。これまで料

金規制に守られてきた家庭用電気で価格競争が

始まることで、消費者は電気料金を抑えられる

ようになる。 
 

●九電ばなれ、原発１基分超 
（2016.1.17 南日本新聞） 

 九州電力から特定規模電気事業者（新電力）

へ切り替えた九州内の企業や自治体が、7,628

件に上ることが１６日分かった。新電力が割安

な料金で顧客を奪っている構図で、契約電力ベ

ースでみると、昨年再稼働した薩摩川内市の川

内原発（出力 89 万 kW）の 1.2 基分が移った

格好。４月からは電力小売りが全面自由化とな

り、“九電離れ”はさらに広がりそうだ。 
 

●電力小売りに営業ルール 
（2016.2.3 日経新聞） 

 経済産業省は４月の電力の小売り自由化を控

え、新規参入を含む電力の小売事業者が守るべ

き「営業指針」をまとめた。消費者が正しい情

報で安心して電力会社を選べるように、高額な

違約金や「当社は停電しにくい」といった誤解

を招く表現での勧誘を禁止。原子力や火力など

の発電方式の比率を示す電源構成や、標準的な

月額料金の開示も促す。 
  

●環境相、石炭火力を条件付き容認 
（2016.2.6 日経新聞） 

 丸川環境相は全国各地で計画が進む大型石炭

火力発電所の建設計画を条件付きで容認する方

針を固めた。経済産業省や電力業界が策定する

温暖化ガス排出削減計画の進捗状況を環境省が

毎年確認し、国の温暖化ガス削減目標を超えな

いように管理する。これまで大型石炭火力の建

設計画に異議を唱えてきたが、制度導入を条件

に柔軟姿勢に転じる。 
 

●電力の温暖化対策が始動 
（2016.2.9 日経新聞） 

 東京電力など大手電力と新電力各社は８日、

ＣＯ2 排出削減を監視する新組織を設立したと

発表した。会員の 36 社に毎年度、削減計画と

実績の報告を求め、努力が不十分な場合は除名

も含む罰則を科す。各社は年度ごとに削減計画

を策定、実施し、評価したうえで見直す。協議

会が進捗状況を取りまとめ、経団連や経済産業

省に報告したり公表したりする。 
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